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1 目的 

自動車リサイクル情報システムにおけるデータセンターの機能維持のための更新と運用業務

一式に係る調達（以下、「本調達」という。）は、現行データセンター運用委託業者の契約満了及

び、機器・ソフトウェアの保守期限が平成31年に到来することから実施する。自動車リサイクル情

報システムは、平成 36 年にシステムの全面刷新を予定している。そのため、本調達は、現行デ

ータセンターの稼働を保証することを前提に進め、現行の自動車リサイクル情報システムにおけ

る安定稼働を妨げないよう、最も安全に更新し、円滑かつ効率的に遂行するための具体的な提

案および実行ができる受託者を選出することを目的とする。 

 

2 対象範囲 

2.1 対象とする業務 

年間 350 万台に及ぶ使用済自動車から発生するシュレッダーダスト（以下、「ASR」という。)

処理費用の高騰や、鉄スクラップ価格の低下・価格変動、エアバッグ類やフロン類等の専門的

処理の必要性から従来のリサイクルシステムが機能不全に陥り、不法投棄・不適正処理の懸念

が生じたことを背景として、平成 17 年 1 月に使用済自動車の適正処理・資源有効利用を図る

目的で自動車リサイクル法が制定され、「関係者の役割分担」「リサイクルに必要な費用」「電子

マニフェストシステムの導入」について定められた。 

 

① 関係者の役割分担 

（ア） 自動車メーカー・輸入業者 

自ら製造または輸入した自動車が使用済となった場合、その自動車から発生する 3

品目を引取りリサイクルする。 

（イ） 引取業者 

自動車の最終所有者から使用済自動車を引取り、フロン類回収業者または解体業

者に引渡す。 

（ウ） フロン類回収業者 

フロン類を基準に従って適正に回収し、自動車メーカー・輸入業者へ引渡す。 

（エ） 解体業者 

使用済自動車を基準に従って適正に解体し、エアバッグ類を回収し、自動車メーカ

ー・輸入業者へ引渡す。 

（オ） 破砕業者 

解体自動車（廃車ガラ）の破砕を基準に従って適正に行い、シュレッダーダストを自

動車メーカー・輸入業者へ引渡す。 

（カ） 自動車所有者 

リサイクル料金を支払い、使用済となった自動車を引取業者に引渡す。 
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② リサイクルに必要な費用 

使用済自動車のリサイクルに要する費用に関し、自動車の所有者にリサイクル料金の負

担を求める。リサイクル料金はリサイクル費用に充当されるまで資金管理法人が管理する。

資金管理方法は法律により安全・確実な運用および高い透明性・公平性を確保する。 

 

③ 電子マニフェストシステムの導入 

使用済自動車が各段階の事業者において確実にリサイクルされたことを確認できる電子

マニフェストシステムを導入する。各事業者に引取り・引渡しを行った旨をインターネットで

報告することを求め、情報管理センターが一元的に情報を管理する。 

また自動車リサイクル法では、新たな制度の根幹となる公的な 3 つの業務（「資金管理業

務」「再資源化等業務」「情報管理業務」）を行う指定法人として公益財団法人自動車リサイ

クル促進センター（以下、「JARC」という。）が指定された。 

 

・ 資金管理業務 

リサイクル料金を収受し、使用済自動車の再資源化実施時まで、その厳格な管理

運用業務を実施。 

・ 再資源化等業務 

再資源化の義務を負う自動車メーカー・輸入業者が存在しない自動車への対応や、

離島対策、使用済自動車の不法投棄への対応業務を実施。 

・ 情報管理業務 

使用済自動車等の引取り・引渡しの状況についてインターネット経由で報告を受け

（電子マニフェスト制度）、これらの情報を一元管理する業務を実施。 

 

自動車リサイクル法で定義されたリサイクルの流れは「図表 1. 自動車リサイクルの流れ」の

通りである。一連の工程は、電子マニフェストで管理することが定められ、運営管理は JARC が

行っている。 
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図表１. 自動車リサイクルの流れ 

情報管理センター（JARC）

新車所有者

最終所有者 引取業者
フロン類

回収業者
解体業者 破砕業者

資金管理法人（JARC）

引取報告
引渡報告

引取報告
引渡報告

引取報告
引渡報告

引取報告
引渡報告

フロン類
回収料金

ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類
回収料金フロン類 ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類

リサイクル料金預託

リサイクル料金払渡し

払渡しエビデンス
（リサイクル完了情報）

自動車リサイクル法で定義されたリサイクルの流れ

凡例）
カネの流れ

モノの流れ

情報の流れ

業者・所有者

ASR

自動車製造業者・輸入業者・指定再資源化機関（JARC）

出典) 経済産業省、環境省 「使用済自動車の再資源化等に関する法律の概要」 参考２「使用済自動車の処理の流れとリサイクル率」より  

 

 自動車所有者は新車購入時にリサイクル料金を資金管理法人（JARC）に預託し、資金管

理法人よりリサイクル券を受け取る。資金管理法人は使用済自動車再資源化実施時に、自動

車メーカー・輸入業者が ASR・エアバッグ類・フロン類を確実に引き取ったことを確認した上で、

自動車メーカー・輸入業者へ払渡しを実施する。自動車所有者は使用済自動車を引取業者

に引渡し、以後、フロン類回収、解体・エアバッグ類回収、破砕処理のリサイクル・適正処理工

程に入る。 

 

2.2 情報システムの範囲 

自動車リサイクル法の施行にあたっては、移動報告やリサイクル料金の収受等に関する情報

システムが必要となるが、効率性の観点から、これらを一元的に「自動車リサイクル情報システ

ム」として構築し、運用している。 

この「自動車リサイクル情報システム」はJARC、一般社団法人自動車再資源化協力機構（以

下、「JARP、ART」という。）、豊通リサイクル株式会社（以下、「TH」という。）（以下、「4 法人」とい

う。）が運用しているが、その維持・運営について、安定かつ効率的に行っていく観点から、

JARC がこれら運用法人から委託を受けて、JARC システム部において業務を遂行している

（「図表 2. 自動車リサイクル情報システム全体のオーバービュー」を参照）。 
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図表 2.  自動車リサイクル情報システム全体のオーバービュー 

 

新車
購入時

廃車時

ディーラー

メーカー/ 輸入業者

支払い窓口

郵便局

金融機関

コンビニ

引取業者
指定引取場所
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破壊業者
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再資源化業者
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再資源化の２組織
一般社団法人

自動車再資源化協力機構
(フロン類・エアバッグ類)

資金管理法人 情報管理センター 指定再資源化機関

自動車リサイクル
促進センター(指定法人)

資金管理
システム

国

自検協・全軽自協

小規模輸入業者
(JAIA会員等)

地方自治体

国土交通省・軽検協
(MOTAS)

自動車製造業者／自動車輸入業者

国交省及び関係団体

コンタクト
センター

コールセンター
オペレーション
センター

情報管理
システム

再資源化
支援システム

引取り
システム

(a) (b) (c) (d)

自動車製造業者等
の再資源化機能

リサイクル関連業者

整備事業者

引取業者

費用徴収委託業者

所有者

預託確認／移動報告

1

2

7

5

6
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情報の流れ

物の流れ

リサイクル券の流れ

金の流れ

問い合わせ等(電話)

預託金

リサイクル券

料金照会

収納情報・請求情報

問い合わせ等

フロン類
エアバッグ類

ELV 解体
自動車

ASR

使用済自動車(ELV)

業務委託

離島対策・不法投棄対応

リサイクル実績
(フロン類、
エアバッグ類、ASR)

預
託
金
払
渡

預
託
金

引
取
実
績

リ
サ
イ
ク
ル
費
用
請
求

出
荷
情
報
・
リ
サ
イ
ク
ル
料
金
通
知

車
両
情
報
等.

解
体
報
告

回収料金 回収料金

端末

フロン類
回収業者

解体業者 破砕業者

ELV

預託金

預託金
預託金

預託金

3

問い合わせ等

問い合わせ等

預託金

端末

リサイクル実績
(フロン類、
エアバッグ類、ASR)

リ
サ
イ
ク
ル

実
績
状
況
等

自動車リサイクルデータセンター(DC)

①所有者 ②リサイクル関連業者（引取業者、フロン類回収業者、破砕業者）
③自動車製造業者/自動車輸入業者 ④自動車製造業者等の再資源化機能
⑤自動車リサイクル促進センター ⑥費用徴収委託業者
⑦国交省及び関係団体［自動車検査登録情報協会、軽自動車検査協会、全
国軽自動車協会連合会］

リサイクルシステムの関係者 データセンターで稼動する業務システム群

（a）資金管理法人の業務を行うシステム
（b）情報管理センターの業務を行うシステム
（c）指定再資源化機関の業務を行うシステム
（d）共通引取窓口機能の業務を行うシステム

 

 

 自動車リサイクル情報システムは、資金管理法人の業務を行う資金管理システム、情報管理セ

ンターの業務を行う情報管理システム、指定再資源化機構の業務を行う再資源化支援システム、

3 品目の引取情報を管理する引取りシステム等の各種業務を扱う「業務系システム」と、車両のリ

サイクル状況を照会する「車両状況照会システム」、リサイクル状況の統計レポートを作成する「情

報系システム」等で構成され、メーカー等の義務者や関係する省庁・法人とネットワークで接続さ

れている。各システムとインフラ基盤はデータセンターで管理されており、4 法人は、セキュリティ

対策や事業継続計画（BCP）も含めた自動車リサイクル情報システムの保守・運用サービスの提

供を受けている。なお、データセンターのサービス形態はホスティングサービスである。自動車リ

サイクル情報システムの構成要素を「図表 3. 自動車リサイクル情報システムの構成要素」に示

す。 
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図表 3. 自動車リサイクル情報システムの構成要素 

義務者/外部接続先

外部
接続

JNX 専用回線

データセンター（本番/ST環境）

AP

M/W
(OS)

H/W

N/W

DC設備

業務系 情報系 練習用 HP公開/ナレッジ車両状況照会

JP1など

Windows(APサーバ) AIX(Web/DB/バッチ/外接サーバ)

Oracle DB2
Domino

WebLogic WebSphere

CPU メモリ HDD ストレージ

Yellow/Green/Blueゾーン/運用セグメント

立地(地盤) 耐火構造 回線経路 電源供給 搬出入経路 空調設備

事
業
継
続
計
画

保
守
運
用

事業者/一般ユーザー JARC/運用法人

イントラネット
クラウド型WAF/DNS

セキュリティ
高機能
IPS

Web改ざん検知
Tripwire

APサーバ侵入検知
TiFRONT

大量データ持ち出し対策
TiFRONT

Apache

バックアップセンター（BC環境）

AP

M/W
(OS)

H/W

N/W

DC設備

業務系 情報系 練習用 HP公開/ナレッジ車両状況照会

JP1など

Windows(APサーバ) AIX(Web/DB/バッチ/外接サーバ)

Oracle DB2
Domino

WebLogic WebSphere

CPU メモリ HDD ストレージ

Yellow/Green/Blueゾーン/運用セグメント

立地(地盤) 耐火構造 回線経路 電源供給 搬出入経路 空調設備

事
業
継
続
計
画

保
守
運
用

セキュリティ

Apache

インターネット

外部ベンダ
セキュリティ監
視センタ

FIrewall

高機能
IPS

Web改ざん検知
Tripwire

APサーバ侵入検知
TiFRONT

大量データ持ち出し対策
TiFRONT

FIrewall

 
※セキュリティ対策として導入した IPS、TiFRONT、WAFについては外部ベンダーのセキュリティ監視

センタからのリモート監視を実施している。本調達ではこれら外部ベンダーを含めた調達が求められる。 
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3 調達範囲とスケジュール  

本調達の調達範囲とスケジュールを「図表 4. 調達範囲」、「図表 5. 調達スケジュール」に示

す。 

図表 4. 調達範囲 

調達案件名 調達範囲 調達の方法 契約時期 

自動車リサイク

ル情報システム

におけるデータ

センターの機

能維持のため

の更新と運用

業務一式 

• データセンター（バックアップ

センター含む）およびインフラ

基盤のホスティングサービスの

提供 

• データセンター（バックアップ

センター含む）の構築作業、保

守・運用作業、その他（アプリ

ケーションの移行支援、データ

移行、情報系システムの移行・

保守） 

• 現行アプリケーションベンダー

の移行作業進捗を含めた新デ

ータセンターへの移行全体の

プロジェクトマネージメント 

一般競争入札 平成 29 年 9 月 

 

図表 5. 調達スケジュール 

日程（予定） 

入札公告 平成 29 年 5 月 30 日（火） 

入札説明会 平成 29 年 6月 8 日（木） 

提案書提出期限 平成 29 年 7 月 19 日（水） 

業者決定／契約 平成 29 年 9 月上旬 

落札者等の公示 平成 29 年 10 月上旬 
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4 その他  

4.1 契約形態 

本調達の契約形態は原則、請負契約によるものとする。なお構築期間中の支援作業など必

要に応じて準委任契約等とする。 

 

4.2 権利事項の取扱 

成果物の所有権、著作権およびその他の権利は、4 法人に帰属するものとする。受託者は

あらかじめ 4 法人の受諾を得た場合のみ、業務の成果物を基に二次的著作物を製作し、譲渡、

貸与等をすることができる。 

成果物に、受託者が従前から保有する知的財産権が含まれていた場合は、権利は受託者

に留保されるが、4法人および4法人の指定した機関等は、成果物を利用するために必要な範

囲において、これを無償で利用できるものとする。 

受託者は 4 法人に対し、著作者人格権を行使しないものとする。第三者から成果物に対し権

利侵害に関する訴えが生じた場合は、受託者の責めにおいて解決するものとする。 

 

4.3 入札制限 

① 透明性、公平性を図る観点から、調達仕様書の作成に直接関与した事業者およびその

関連事業者（「財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規定」（昭和38年大蔵省

令第59号）第8条に規定する親会社および子会社、同一の親会社を持つ会社並びに緊密

な利害関係を有する事業者をいう。）は、本調達について入札に参加することはできない。 

② 設計・開発等の工程管理支援事業者および関連事業者については、本調達に参加する

ことはできない。 

③ CIO またはそれに準ずる立場にいる者の補佐官およびその支援スタッフが現に属するま

たは過去２年間に属していた事業者およびその関連事業者については、当該 CIO 補佐官

が妥当性確認を行う調達案件の入札に参加することはできない。 

④ 本調達の計画策定支援事業者およびその関連事業者については、本調達に参加するこ

とはできない。 

 

4.4 制約条件 

 平成 31 年 5 月 5 日までに、次期データセンターにおいて自動車リサイクル情報システムの

本番運用を開始しなければならない。 
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5 妥当性証明 

本調達計画書の内容が妥当であることを確認した者は以下のとおりである。 

確認者：公益財団法人自動車リサイクル促進センター 

     システム部  業務課長  宇野 秀爾 

 

6 窓口連絡先  

公益財団法人自動車リサイクル促進センター システム部  

〒105-0012 東京都港区芝大門一丁目 1番 30号 日本自動車会館 11 階 

担当者     ： 伊藤、杉田 

電話番号  ： 03-5733-8308 

FAX 番号  ： 03-5733-0120 

メールアドレス  ： 762f5d450e@jarc.or.jp 


